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第５章 １９９０年代の研究動向

１．１９９０年代林政の流れと林業経済研究

林政の転換点は，第二次世界大戦後に限ってもいくつか存在するが，１９９０年代

から２０００年代前半にかけての時期は，その中でも最も大きな転換点の一つに数え

ることができるだろう。われわれは，まだ，この時期がこれまでの林政の流れの

中でどのような位置づけにあり，また，その「転換」はどのような意味を持つの

かについての総合的・総括的な見解を残念ながら共有するに至っていない。しか

し，大きな「転換」が行われたという認識は，われわれの内でほぼ共有されてい

ると言える。

この報告の課題である１９９０年代の林業経済研究の動向の分析に入る前に，以下

では，この時期における森林をめぐる状況の変化を素描しておこう。

（１） 森林をめぐる状況の大きな変化

１）状況の変化

林業不況・木材不況については，既に言い古されている感があるが，１９９０年代

に入ってから，さらに状況は深刻化した。プレカット工法の急激な一般化，集成

材加工技術の革新，阪神大震災を契機とした品確法などによる住宅建築業者への

瑕疵責任の強化，などから，木材に工業製品的な品質や均質さを求めることが普

通のこととなる一方で，無節柱材を生産目標とする育林体系が陳腐化しつつあ
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の中で，森林経営の不採算化はさらに拡大し，森林所有者の森林管理放棄が深刻

な問題になりつつある。
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工林の作業を市民がボランティア的に行う，いわゆる森林ボランティア活動が活

発化するのは９０年代に入って以降であり，また広葉樹二次林も含めた「里山」の

保全が注目されて，多くの里山保全団体が叢生するのも９０年代である。

また，熱帯林の減少問題に代表されるような世界的な森林の減少問題が社会的

な関心を集め，１９９２年のいわゆる地球サミットを契機に持続的な森林経営が標榜

され，さらに１９９７年の COP３における京都議定書締結を受けて，地球温暖化問

題における森林の貢献が大きく取り上げられるようになったのも９０年代だった。

２）林政の変化

以上のような森林を取り巻く状況の変化を受けて，林政も大きな転換を経験し

た。１９９０年代前半を特徴づけるのは，森林法改正等によって制度として整った

「流域管理システム」である。「国産材時代」を迎えるための条件整備を流域とい

う広域で行おうとするこの事業は，多くの研究者の支持も得て強力に推進された

が，当初の目的を達成するに至っていない。

一方，１９９０年代半ば以降，政府の行財政改革の大きな流れの中で，国有林のあ

り方について環境省（庁）への移管も含めた議論がされ，１９９８年には特別会計の

独立採算制廃止を含む大きな国有林改革が断行された。

さらに，２００１年には，戦後の林政の基本方針となってきた林業基本法が改正さ

れて森林・林業基本法となり，林政の重点は木材生産から森林の持つ多面的な機

能の持続的な発揮へと移行した。

また，地球環境問題に関係しては，京都議定書の削減目標達成のための「森林

吸収源１０ヵ年対策」の実施や，バイオマスエネルギーの活用対策，民間主導で推

進されている森林認証制度の普及など，特に２１世紀に入って以降，多くの取り組

みが行われ林政の大きな流れの一つとなりつつある。

（２） 林業経済研究の流れ

以上のような大きな情勢及び政策の変化に対して，林業経済研究がどのように

対応してきたのかを，表－１によって学会シンポジウムのテーマと主な林業経済

学関連出版著書の傾向でまず大まかに見よう（以下，分析は２００１年度までで行う

が，参考までに２００５年度までの実績を表－１に示した）。

１）林業経済学会シンポジウム

林業経済学会は，１９９８年度までは春季大会，秋季大会の両方でシンポジウムを

開催していたが，秋季大会については自由論題報告の増加のためシンポジウムは

行わなくなっている。そのため，１９９０年度から２００１年度までの１２年間に学会主催

で行われたシンポジウム数は計２１回である。このシンポジウムのテーマを問題別

に分類したのが下記である（複数の問題を含むシンポジウムは，重複して数えて

いる）。

林業問題 ７回

森林管理問題 ３回

山村問題 ４回

環境問題 ４回

海外問題 ５回

林業問題，山村問題のような従来から継続している問題だけでなく，環境問

題，海外問題のような新しい問題や，森林管理問題と括ることができるような新

しい切り口からの議論も行っており，状況の大きな変化にバランス良く対応しよ

うとしていると言える。

ただし，この期間をさらにいくつかの時期に分けてみると，１９９０年から９３年ま

での前期の場合，８回のシンポジウムの内６回で林業・林産業を中心としたテー

マが設定されており，９１年に始まった「流域管理システム」に関連して広域の地

域林業システムをいかに構築していくかに関心が集まっていたことがわかる。

これに対して，１９９４年から１９９７年の中期には，山村問題，環境問題が取り上げ

られ，林業問題も海外の視点から考えられるようになるなど，論点が拡大してい

く。さらに，１９９８年から２００１年までの後期になると，森林管理という視点が繰り

返し登場し，また市民参加・住民参加という考え方・手法がテーマにおける論点

の一つとして初めて取り上げられるなど，海外の政策研究も含めて議論の幅はさ

らに広がっている。
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１９９９年春季大会の「転換期における林業経済研究の課題」，２０００年春季大会の

「住民参加による熱帯林管理の可能性を探る―多面的アプローチ」にはそうした

傾向が象徴的に表れている。前者では，６人の論者が今後の林業経済研究の方向

性について様々な視点からの提案を行ったが，そのうち２人の報告は表題に「市

民」を冠し，新しい森林政策や森林管理のあり方を考えるものだったし，もう一

つも林業から離れた視点から山村振興を捉えようとする研究だった。結果として

報告の半分は，「林業」の「経済学」的研究という学会の古典的範疇からははみ

出したテーマをこの研究分野の今後の方向性として取り上げたのだった。また，

後者の２０００年春季大会では，開発経済学，文化人類学という他分野の研究者の参

加を得て，林業経済学分野の報告者と共に住民参加による森林管理についての学

際的な議論が行われた。どちらのシンポジウムもこれまでの学会では考えられな

かった企画であり，過渡期としての９０年代を経て，学会の体質が大きく変化しつ

つあることを示していると言える。

２）主な林業経済学関連著書

次に，１９９０年代に出版された関連著書を同じく表－１で見よう。なお，ここで

言う「関連」には，林業経済学会の会員が執筆したものだけでなく，周辺分野の

著書で林業経済学あるいは林政に関わりの深いものも含めている。

まず初めに言えるのは，海外諸国の政策研究や地域研究に関連した著書が多い

ことである。このうち前者は欧米を対象としたものが多く，後者はアジア，特に

東南アジアを対象としたものが多い。

テーマとしては，特に９０年代後半になると，林業に代わって森林や環境がキー

ワードとして登場する。また，林業経営，地域振興に加えて，森林管理の視点が

強調されるようになる。

なお，この時期は，レクリエーション，熱帯林について，林業経済学分野から

初めて本格的な研究成果が著書として刊行された年代としても記憶されるべきで

ある。こうした著作は博士論文を公表するという形で出版されており，そうした

林業経済学分野の中ではマイナーだった研究分野においても，研究成果が蓄積さ

れ，単行本を出せるほどに研究が成熟したということを示している。

表－１ １９９０年代以降の林政の流れと林業経済学（林政学）研究

年 林 政 関連する政策
林業経済学会シンポ
ジウムテーマ

主な林業経済学関
連著書

１９９０ ○トトロのふるさ
と基金

春「日本林業の市場
問題」
秋「国産材地域にお
ける林業生産構造の
変貌」

半田良一編：林政
学
森田学編：日本林
業の市場問題
萩野敏雄：日本近
代林政の発達過程

１９９１ ○森林法改正，国
有林野経営規程
改正（流域管理
システムの開
始）

春「林業労働力の再
生産条件をめぐる諸
問題」
秋「森林法改正と森
林・林業の再編」

田中茂：森と水の
社会経済史

１９９２ ○「森林・山村研
究会」（国土
庁・林野庁・自
治省）

○地球サミット
○農林水産省の新
政策「新しい食
料・農業・農村
政策の方向」，
構造改善局「グ
リーンツーリズ
ム研究会」報告

春「地球規模の環境
問題と世界の森林資
源」
秋「流域林業生産構
造の現状と課題」

北尾邦伸：森林環
境と流域社会
赤羽武編：日本林
業の生産構造
飯田繁：国有林の
過去 現在 未来

１９９３ ○特定農山村法
○環境基本法
○FSC設立（森
林認証制度の普
及）

○白神山地，屋久
島，世界自然遺
産登録。

春「資源政策の見直
しと地域林業形成の
課題」
秋「山村地域構造の
変貌と現局面」

熊崎実：地球環境
と森林
宮林茂幸：森林レ
クリエーションと
むらおこし・山づ
くり
黒木・山口・橋
本・笠原編：新国
有林論
船越昭治編：転換
期の東北林業・山
村
萩野敏雄：日本現
代林政の激動過程
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秋「流域林業生産構
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業の生産構造
飯田繁：国有林の
過去 現在 未来

１９９３ ○特定農山村法
○環境基本法
○FSC設立（森
林認証制度の普
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○白神山地，屋久
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産登録。

春「資源政策の見直
しと地域林業形成の
課題」
秋「山村地域構造の
変貌と現局面」
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と森林
宮林茂幸：森林レ
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／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／日本林業調査会／１７１４３７／１‐５章　１９９０  2006.10.30 11.14.27  Page 92 Black



94 95

年 林 政 関連する政策
林業経済学会シンポ
ジウムテーマ

主な林業経済学関
連著書

１９９４ ○地方財政措置に
よる「森林・山
村研究会」施策
の展開（自治省
が森林政策へ本
格参入）

○WTO発足（自
由貿易政策の徹
底）

春「山村地域構造の
変貌と現局面 II」
秋「東南アジアの森
林資源と日本の林産
業」

永田・井上・岡：
森林資源の利用と
再生
森田学編：林産経
済学

１９９５ ○阪神大震災（木
造在来工法への
不信）

○長良川河口堰問
題（本年本格運
用）

春「現代林政の課題
と方向を考えるー基
本法林政３０年を振り
返りつつ」
秋「発展途上国にお
ける森林管理問題」

北川泉編：森林・
林業と中山間地域
問題
志賀和人：民有林
の生産構造と森林
組合
魚住侑司編：日本
の大都市近郊林

１９９６ ○第１回「森林と
市民を結ぶ全国
の集い」

○行政改革の中での
国有林再編論議
（民営化案，環境
庁との合併案な
ど検討される）

○林野三法（流域
管理システムの
支援）

○「森林資源に関
する基本計画」
改訂（３分類の
ゾーニング初登
場）

春「環境問題と森
林・林業」
秋「９０年代における
林業生産構造と木材
流通問題」

半田良一編：林政
学第２版
笠原義人編：よみ
がえれ国有林
依光良三・栗栖祐
子：グリーン・ツ
ーリズムの可能性
牛丸・西村・遠藤
編：転換期のスギ
材問題
木平勇吉編：森林
環境保全マニュアル
萩野敏雄：日本現
代林政の戦後過程
岡田秀二編：山村
の第三セクター

１９９７ ○河川法改正
○環境影響評価法
○「時のアセスメ
ント」

○諌早湾 干拓用
水門締め切り

○COP３で京都議
定書採択

春「森林国有の現段
階的意義と課題」
秋「国際化・分権化
時代の森林管理問
題」

野口俊邦：森と人
と環境
成田雅美：森林経
営の社会史的研究
小池浩一郎・藤崎
成昭編：森林資源
勘定
松村和則編：山村
の開発と環境保全

年 林 政 関連する政策
林業経済学会シンポ
ジウムテーマ

主な林業経済学関
連著書

１９９８ ○森林法改正，国
有林野関連法
（国有林野事業
独立採算制の廃
止）

○公共事業の再評
価システム

○民間非営利活動促
進法（NPO法）

○藤前干潟埋め立
てを断念

○地方分権一括法
（市町村合併特
例法の改正を含
む）

○５全総

春「国際化・分権化
時代の森林管理問題

II」
秋「林政の転換と市
町村の役割」

安藤嘉友：国際時
代の日本林業への
メッセージ
村嶌由直編：アメ
リカ林業と環境問
題
樫尾昌秀：東南ア
ジアの森

１９９９ ○中央森林審議会
答申「今後の森
林の新たな利用
の方向―２１世紀
型森林文化と新
たな社会の創
造」

○森林・林業・木
材産業基本政策
検討会 報告

○鳥獣保護法改正
○食料・農業・農
村基本法

春「転換期における
林業経済研究の課
題」

船越昭治編：森林・
林業・山村問題研
究入門，
日本林業調査会
編：諸外国の森
林・林業
依光良三：森と環
境の世紀
山田勇編：森と人
のアジア
深尾清造編：流域
林業の到達点と展
開方向
白石善也：林業の
新しい潮流

２０００ ○林政改革大綱お
よび林政改革プ
ログラム 決定

○速水林業，日本
で初の FSC森
林認証取得

○吉野川可動堰建
築の是非を巡り
徳島市住民投票

○愛知万博施設計
画を円卓会議方
式で全面見直し

○中山間地域等直
接支払制度

春「住民参加による
熱帯林管理の可能性
を探るー多面的アプ
ローチ」

堀靖人：山村の保
続と森林・林業
大田伊久雄：アメ
リカ国有林管理の
史的展開
柿澤宏昭：エコシ
ステムマネジメント
遠藤日雄編：スギ
の新戦略 I，II
志賀和人・成田雅
美編：現代日本の
森林管理問題
村嶌由直・荒谷明
日兒編：世界の木
材貿易構造
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２．『林業経済研究』誌掲載論文に見る研究分野の変遷

前節では林業経済学会シンポジウムのテーマ及び林業経済学関連の刊行著作か

ら，大まかな研究の動向を把握しようとした。ここでは，さらに詳細な検討を学

会誌『林業経済研究』に掲載された論文の分析から行いたい。

１９９０－２００１年発行の『林業経済研究』に掲載された論文（シンポ論文を含む）

数は計３４５本である。これを２２の分野に分類し，前期，中期，後期でまとめて変

化をみたのが表－２である。

分野別にこの間の論文数の変化の動向をみると，国有林，林業労働，森林組合

など，最もオーソドックスな研究分野であり，これまで多くの研究が行われてき

た分野で論文の減少が目立つ。例えば国有林は，中期においては国有林の組織改

革が政策課題として大きく取り上げられたこともあり増加したが，後期に至って

ゼロになってしまった。

これに対して，流通・木材産業関連は，従来からの中心的研究分野の一つであ

るが，ほぼ同じ比率を保っている。また，同じく従来からの研究分野と言える

「伝統的林野利用・入会林野・公有林野」や山村関連の研究は，一時期の低迷か

ら増加に転じているように思われる。

一方，比較的新しい研究分野においても動向は必ずしも同じではなく，レクリ

エーション・交流，自然保護などは，中期には増加したが後期になると減少に転

じているように思われるのに対して，「持続可能な管理」関連は大きく増加して

いる。さらに，市民参加，森林教育，環境経済学などごく最近になって注目され

年 林 政 関連する政策
林業経済学会シンポ
ジウムテーマ

主な林業経済学関
連著書

２００１ ○森林・林業基本
法制定，森林法
改正

○森林・林業基本
計画

○住宅の品質確保
の促進に関する
法律（品確法）
施行

○土地改良法改正
○COP７（マラケ
シュ合意。森林
吸収量算入基準
等）

春「中山間地域の現
局面と政策課題」

井上真・宮内泰介
編：コモンズの社
会学
山岸清隆：森林環
境の経済学

２００２ ○「バイオマス・
ニッポン戦略」
閣議決定

○「地球温暖化防
止森林吸収源１０
ヵ年対策」策定

○森林整備地域活
動支援交付金制
度

○自然再生推進法
○自然公園法改正
（利用調整地区，
公園管理団体制
度の創設等）

○ヨハネスブル
グ・サミット
（WSSD）開催

春「日本に林業は必
要か」

木平勇吉編：流域
環境の保全
餅田治之編：日本
林業の構造的変化
と再編過程

２００３ ○高知県が「森林
環境税」創設

○「緑の循環」認
証会議
（SGEC）発足
○「緑の雇用」事
業

○林野庁に「森林
ボランティア支
援室」設置

春「森林・林業基本
法の総合的検討」

堺正紘編：森林資
源管理の社会化
井上真編：アジア
における森林の消
失と保全
山本信次編：森林
ボランティア論

２００４ ○森林法改正（要
間伐森林制度の
改善，（ボラン
ティアとの）施
業実施協定制度
の拡充等）

○景観法 春「地方自治体によ
る新たな林政と森林
管理」

堺正紘編：森林政
策学
木平勇吉編：森林
計画学
井上真：コモンズ
の思想を求めて
室田武・三俣学：入
会林野とコモンズ

年 林 政 関連する政策
林業経済学会シンポ
ジウムテーマ

主な林業経済学関
連著書

２００５ ○京都議定書発
効。

○国有林「レクリ
エーションの
森」リフレッシ
ュ対策。

○知床，世界自然
遺産登録。

春「地域資源の総合
的管理をめざして」

石井寛編：ヨーロ
ッパの森林管理
大野晃：山村環境
社会学序説

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／日本林業調査会／１７１４３７／１‐５章　１９９０  2006.10.30 11.14.27  Page 96 Black



96 97

２．『林業経済研究』誌掲載論文に見る研究分野の変遷
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始めた分野も，まだ絶対数は少ないものの，増加傾向にある。

なお，「持続可能な管理」に含まれる論文は，先進国におけるエコシステムマ

ネジメントや発展途上国における社会林業，集落林業など，住民・市民参加で自

然環境の保全にも配慮した森林管理のあり方について扱ったものである。

３．『林業経済研究』誌掲載論文に見る対象地域の傾向

次に，表－３によって，前節と同じ時期区分における論文の研究対象地域の推

移を見よう。対象地域は，表のように，日本国内と世界全体を扱った「グローバ

ル」の他に，９地域がある。

まず言えることは，国内論文の割合の減少である。前期，中期，後期それぞれ

の時期の，国内を研究対象とした論文の全体に占める割合は，７４％→６０％→６５％

となっており，減少傾向にあると言える。

次に，国外のどの地域の研究が多いかであるが，基本的に近隣の東アジア・東

南アジアが，合わせて２割前後を占めており最も多い。しかし，その割合は前期

から中期にかけては増加したが後期にはまたもとの水準に戻っており，必ずしも

増加傾向にあるとは言えない。むしろこの期間の変化として言えるのは，対象地

域の拡大だろう。前期においては９地域（アジアは東アジア・東南アジア・南ア

ジアに分かれ，西アジアを欠く。ヨーロッパ，アジアから，ロシアを分離する）

のうち４地域が空白だったが，後期になると南米を除いては各地域についての研

究成果が発表されるようになった。

さらに言えば，複雑になるので表を示すことはできないが，１９９０年代における

外国研究の特徴は，非常に多様なテーマを包含するようになったことである。林

業経済研究における外国研究は，当初は日本における森林・林業政策の模範とな

る欧米諸国の政策研究と，主要貿易対象地域（いわゆる外材の輸出国）の地域事

情（政策，社会経済状況等）の分析から始まったと思われるが，９０年代に至り，

国内研究における主要なテーマのほとんど全てについて，外国を対象とした研究

も行われるようになったということができる。例えば欧米を対象とした研究にお

いても，単純な政策の紹介論文はほとんど影を潜め，現地における聞き取り調査

を基盤とした本格的な研究が主流となった。「横に書いてある文を縦に変えれば

１本できあがり」と揶揄されたような初期の研究の問題点（当時は，様々な制約

から現地調査は極めて困難だったことを忘れてはならないが）は，ほぼ払拭され

たと言える。

表－２ 分野別・年代別『林業経済研究』掲載論文数

１９９０―１９９３ １９９４―１９９７ １９９８―２００１ 計

森林・林業政策 １１ １０ １０ ３１

林業経営 ６ １２ ９ ２７

国有林 ４ １１ ０ １５

林業生産構造 ８ ６ ５ １９

林業原理論 １ １ １ ３

林業労働 ７ ５ ２ １４

森林組合 ３ ８ ２ １３

林業史 ２ ０ １ ３

流通・木材産業 １２ ２３ ２２ ５７

流域管理システム論 ６ ２ ６ １４

林業計量経済分析 １ １ ０ ２
伝統的林野利用

入会林野・公有林野 １ １０ ７ １８

特用林産物 ２ ３ １ ６

山村 ５ ４ １７ ２６

レク・交流 ４ １４ ６ ２４

自然保護 ４ ５ １ １０

持続可能な管理 ５ １９ １１ ３５

都市林・都市近郊林 １ ２ ４ ７

環境経済学 ０ ２ ５ ７

市民参加 ０ １ ４ ５

森林教育 １ ０ ３ ４

木質エネルギー ０ ３ ０ ３

総計 ８４ １４２ １１９ ３４５

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／日本林業調査会／１７１４３７／１‐５章　１９９０  2006.10.30 11.14.27  Page 98 Black



98 99

始めた分野も，まだ絶対数は少ないものの，増加傾向にある。

なお，「持続可能な管理」に含まれる論文は，先進国におけるエコシステムマ

ネジメントや発展途上国における社会林業，集落林業など，住民・市民参加で自

然環境の保全にも配慮した森林管理のあり方について扱ったものである。

３．『林業経済研究』誌掲載論文に見る対象地域の傾向

次に，表－３によって，前節と同じ時期区分における論文の研究対象地域の推

移を見よう。対象地域は，表のように，日本国内と世界全体を扱った「グローバ

ル」の他に，９地域がある。

まず言えることは，国内論文の割合の減少である。前期，中期，後期それぞれ

の時期の，国内を研究対象とした論文の全体に占める割合は，７４％→６０％→６５％

となっており，減少傾向にあると言える。

次に，国外のどの地域の研究が多いかであるが，基本的に近隣の東アジア・東

南アジアが，合わせて２割前後を占めており最も多い。しかし，その割合は前期

から中期にかけては増加したが後期にはまたもとの水準に戻っており，必ずしも

増加傾向にあるとは言えない。むしろこの期間の変化として言えるのは，対象地

域の拡大だろう。前期においては９地域（アジアは東アジア・東南アジア・南ア

ジアに分かれ，西アジアを欠く。ヨーロッパ，アジアから，ロシアを分離する）

のうち４地域が空白だったが，後期になると南米を除いては各地域についての研

究成果が発表されるようになった。

さらに言えば，複雑になるので表を示すことはできないが，１９９０年代における

外国研究の特徴は，非常に多様なテーマを包含するようになったことである。林

業経済研究における外国研究は，当初は日本における森林・林業政策の模範とな

る欧米諸国の政策研究と，主要貿易対象地域（いわゆる外材の輸出国）の地域事

情（政策，社会経済状況等）の分析から始まったと思われるが，９０年代に至り，

国内研究における主要なテーマのほとんど全てについて，外国を対象とした研究

も行われるようになったということができる。例えば欧米を対象とした研究にお

いても，単純な政策の紹介論文はほとんど影を潜め，現地における聞き取り調査

を基盤とした本格的な研究が主流となった。「横に書いてある文を縦に変えれば

１本できあがり」と揶揄されたような初期の研究の問題点（当時は，様々な制約

から現地調査は極めて困難だったことを忘れてはならないが）は，ほぼ払拭され

たと言える。

表－２ 分野別・年代別『林業経済研究』掲載論文数

１９９０―１９９３ １９９４―１９９７ １９９８―２００１ 計

森林・林業政策 １１ １０ １０ ３１

林業経営 ６ １２ ９ ２７

国有林 ４ １１ ０ １５

林業生産構造 ８ ６ ５ １９

林業原理論 １ １ １ ３

林業労働 ７ ５ ２ １４

森林組合 ３ ８ ２ １３

林業史 ２ ０ １ ３

流通・木材産業 １２ ２３ ２２ ５７

流域管理システム論 ６ ２ ６ １４

林業計量経済分析 １ １ ０ ２
伝統的林野利用

入会林野・公有林野 １ １０ ７ １８

特用林産物 ２ ３ １ ６

山村 ５ ４ １７ ２６

レク・交流 ４ １４ ６ ２４

自然保護 ４ ５ １ １０

持続可能な管理 ５ １９ １１ ３５

都市林・都市近郊林 １ ２ ４ ７

環境経済学 ０ ２ ５ ７

市民参加 ０ １ ４ ５

森林教育 １ ０ ３ ４

木質エネルギー ０ ３ ０ ３

総計 ８４ １４２ １１９ ３４５

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／日本林業調査会／１７１４３７／１‐５章　１９９０  2006.10.30 11.14.27  Page 98 Black



100 101

４． まとめ

さて，以上の検討をまとめれば，１９９０年代以降に起きた森林をめぐる状況の大

きな変化に対して，林業経済研究も果敢に対応しようとしていると言うことがで

きる。

その対応は，端的に言えば，研究分野の多様化であり，研究対象の国際化だっ

た。こうした変化は１９９０年代より以前から徐々に進んでいたのだが，９０年代にお

ける情勢の変化に対応して急激に進行したと考えられる。

しかし，こうした林業経済研究の変化は，逆に言えば，学会における問題意識

の共有が崩れ，学会としての求心力が低下していること，学会における関心の分

散化が進んでいることを示している。多くの業績が蓄積されてきた伝統的な分野

において，研究の継承と発展が難しくなっている可能性も大きい。

また，２００２年－２００３年の１年間，学会に「学会名称検討特別委員会」がおか

れ，学会名称の変更について検討が行われたことに端的に表れているように，こ

の研究分野を「林業経済学」あるいは「林業経済研究」と呼ぶべきなのか，それ

ともより広い領域を表す名称とすべきなのかについても，改めて検討されるべき

と思われる。

２１世紀となり，林業経済研究も新たな半世紀に向けてスタートを切った。今後

も多様化，国際化の傾向は進むと思われる中で，学会として議論の共通のアリー

ナをどのように設定し，引き続き学会としてのアイデンティティをどう構築して

いくかは，次の世代に託された大きな課題だろう。

土屋 俊幸（東京農工大学大学院共生科学技術研究院）

表－３ 年代別・地域別『林業経済研究』掲載論文数

１９９０―１９９３ １９９４―１９９７ １９９８―２００１ 計

日本 ６２ ８５ ７７ ２２４

東アジア ８ １９ １４ ４１

東南アジア ７ １６ ８ ３１

ロシア ２ ０ １ ３

南アジア ０ ２ ２ ４

北米 ２ ７ ５ １４

南米 ０ ０ ０ ０

ヨーロッパ ２ ５ ４ １１

アフリカ ０ １ ２ ３

オセアニア ０ ２ ３ ５

グローバル １ ５ ３ ９

総計 ８４ １４２ １１９ ３４５
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表－３ 年代別・地域別『林業経済研究』掲載論文数

１９９０―１９９３ １９９４―１９９７ １９９８―２００１ 計

日本 ６２ ８５ ７７ ２２４

東アジア ８ １９ １４ ４１

東南アジア ７ １６ ８ ３１

ロシア ２ ０ １ ３

南アジア ０ ２ ２ ４

北米 ２ ７ ５ １４

南米 ０ ０ ０ ０

ヨーロッパ ２ ５ ４ １１

アフリカ ０ １ ２ ３

オセアニア ０ ２ ３ ５

グローバル １ ５ ３ ９

総計 ８４ １４２ １１９ ３４５
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